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　被控訴人らは，本準備書面において，控訴人が平成ユ9年2月22日付け準備書

面（3）（以下F控訴人準備書面（3）」という。）一において，控訴人の主張する自己情

報コントロール権及びデータマッチングや名寄せの危険性の根拠として引用する大

阪高等裁判所平成ユ8年ユエ月30自判決（甲第72号証。以下「大阪高裁判決」

という。）の判示が誤りであることを主張し，控訴人の主張に理由がないことを明

らかにする。

　なお，略語等は，本書面において新たに用いるもののほか，従前の例による。

第1章事案の概要等

第1　事案の概要

　1　大阪高裁判決の事案は，豊中市，箕面市，吹田市，守口市及び八尾市に居住

　　する住民ら（以下味阪事件控訴人ら」という。）が，それぞれ居住する各市

　　に対し，平成1・1・年法律第133号による改正後の住民基本台帳法（以下r改

　　正法」という。）に基づいて設置された住民基本台帳ネットワークシステム

　　（以下唯墓ネット」という。概要は後記第2章第2の1記載のとおり。）に

　　より，プライバシーの権利等の人格権を違法に侵害され，一精神的損害を被った

　　と主張して，国賠法1条1項に基づく損害賠償（慰謝料）を請求し．た事案であ

　　る。大阪事件控訴人らは，控訴審において，上記権利に基づく妨害排除請求

　　（侵害状態め除去請求）とし．て住民基本台帳からの自己．の住曇票コードの削除

　　を求める請求（以下「削除請求」と．いう二）を，上記権禾1」に基づく妨害予防請

　　水として住基ネットを使用して自己の本人確認情報を大阪府矢口事に通知するこ

　　との差止請求を，それぞれ追加した。

　2　大阪高裁判決は，大阪事件控訴人らの国賠法ユ条1項に基づく損害賠償請求

　及び本人確認情報を大阪府知事に通知することの差止請求を棄部したが，住基

　ネット制度には個人漕報保護対策の点で無視できない欠陥があり，明示的に住

　墓ネットの運用を拒否している大阪事件控訴人らのうち箕面市，吹因市及び守
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口市に居住する控訴人ら（以下r吹田市等の別件控訴人ら」という。）につい

て住基ネットを運用する（改正法を適用する）ことは，同人らに保障されてい

るプライバシー権（自己情報コントロール権）を侵害するものであり，憲法1

3条に違反するものといわざるを得ないとして，同人らの住民票コ］ドの肖薯除

請求を認容した。

第2　大阪高裁判決（甲第72号証）の判断の骨子

　1　他人からみだりに自己の私的な事柄についての情報を取得されたり，他人に

　　自己の私的な事柄をみだりに第三者に公表されたり利用されたりしない私生活

　　上の自亀としてのプライバシーの権禾uは，いわゆる人格権の」内容として憲法

　　ユ3条によって保障されている。また，自己のプライバシー情報の敢扱いにつ

　　いて自己決定する利益（自己情報コントロール権）は，憲法上保障されている

　　プライバシーの権利の重要な一内容になっている（甲第72号証46ぺ一ジ8

　行胃ないし47ぺ一ジ5行目）。

　2　住基ネシトの対象となる本人確認情報（r氏名」．，　r生年月自一」，　r男女の

　別」，　「住所」，　「住民票コード」及び「変更情報」）は，いずれもプライバ

　シーに係る情報として，法的保護の対象となり，自己情報コントロール権の対

　家となる。本人確認情報の漏洩や目的外米1j用などによる，住民のプライバシー

　ないし私生活上の平穏が侵害される具体釣危険がある場合には，自己情報コン

　　ト1コール権を侵害することになり，住基ネットによる当該本人確認情報の利用

　の差止均をすべき場合も生じる（同4・7ぺ一ジ4行目ないし50ぺ一ジ22行

　目）。．

　3　行政機関個人情報保護法は，保有個人情報を保有を開始した利用目的を変更

　して保有することができることを許容している（同法3条3項）。この利用目

　的の変更は一種．の目的外利用といえるが，その変更された自的による禾I」用や提

　供については，・同法8条3項のような規定は置かれていないから，住基法30
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条の34の違反にはならない。そして，上記利用目的変更の適切な運用が厳格

　に行われる制度的な擾保は存在しないといわざるを得ず，住基法の利用目的明

示の原貝ジ同法4条）が形骸化する危険性は高い（高78ぺ一ジ17行目ない

　し79ぺ一ジ20行目）二

4　平成15年4月23目に，防衛庁長官が防衛庁の適齢者情報収集問題につい

ての内部調査の結果を衆議院個人情報保護特別委員会において公表したことが

新聞で報道された。これによると，自衛官募集に関する適齢者情報を提供して

いた市町村が794あり・このラち住民写本台帳で閲覧が認められている4情

報以外も提供した市町村余332市駆村あったことが明らかにされたが，この

ような個人情報の収集や取扱いが行われていたことは，住基ネットの本人確認

情報を利用して当該本人に対する個人情報が際限なく集積・結合されて，それ

が利用されていく危険性が具体的に存在することを窺わせるものといえる（同

　82ぺ一ジ18行目ないし83ぺ一ジ11行目）。

5　上記3及び4のような点を考慮すれば，住基ネット制度には個人情報保護対

策の点で無視できない欠陥があるといわざるを得ず，行政機関において，住民

個々人の個人情報が住民票コ・一ドを付されて集積され，それがデータマッチン

グや名寄せされ，住民個々人の多くのプライバシー情報が，・本人の予期しない

時に予期しない範囲で行政機関に保有され，利用される危険が相当あるものと

認められ，その危険は，抽象的な域を超えて具体的な域に達しているものと評

価することができ，住基ネットの運用により，住民票コードをもって行政機関

に保有されている多くの個人情報がデ］クマッテングや名寄せされて利用され

る具体的危険がある状態は，住基ネットを利用する住民の人格的自律を著しく

脅かす危険を．もたらしている。

　そうであれば，明示的に住基ネットの運用を拒否している吹田市等の別件控

訴人らについて住基ネットを運用する（改正法を適用する）ことは，同人らに

保障されているプライバシー権（自己情報コントロール権）を侵害するもので
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あり，憲法ユ3条に違反する無効のものといわざるを得ない（同84ぺ一ジ2

行昌ないし85ぺ一ジi　O行胃）。

6　住基ネットの運用による吹田市等の別件控訴人らの権利侵害の状態は，主と

一して住基ネット制度自体の欠陥に原因するものと認められる上，同人らの人格

的自律を脅かす程度も相当大きいと評価でき一るものであることを考慮すれば，

それが緯く場合には同人らに回復し難い損害をもたらす危険があ乱そして，

相手方らについての個人情報のデータマッチングや名寄せの危険による権利侵

害状態の排除は，住民票コードの削除によって最も実効性があるといえるから，

吹田市等の別件控訴人らの差止め請求のうち，同人ち各自の住民票コードの削

除の請求を認容すべきである（同86ぺ一ジ6行目ないし87ぺ一ジ20行

目）。

第3

　ユ

　大阪高裁判決に関する被控訴人らの主張の骨子

　自己情報コントロール権は，実定法上の明確な根拠がない上，その実質的な

内容，範囲，法的性格についても様々な見解があり，権利一としての成熟性が認

められないものであるから，そもそも実体法上の権利とは認められない。また，

本人確認情報は，自己情報コントロール権の保護の対象とはならないと解され

る。

　したがって，本人確認情報が自己情報コントロール権の保護の対象となると

解した大阪高裁判決は，法令の解釈適用を誤ったものである（第2章の第1）．。

　住基法や関係法令は，目的範囲内の利用讐に当たらない本人確認情報を利用

したデLクマッテングや名寄せを絶対的に禁止するとともに，これに違反した

場合には懲戒処分や罰貝竈を科するなどの制度的な保障をしている。また，住基

ネットの制度上の仕艦みに照らしても，法の許容しない上記データマッチング

が行われる具体的危険は皆無であるし，住基カードの利用が住民票コードによ

るデータマッチングをもたらすものでもない。この点につき，長谷部恭男東京
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大学大学院教授・（以下r長谷部教授」という。）は，住基ネットにおいては，

データマッチングやネットワークヘの侵入により個々の住民のプライバシーが

侵害される具体的危険があるとは言い難いから，住基ネットを差止める理由が一

ない旨述べており（乙第11号証（以下r長谷部意見書」という。）参照），

また，OE　CDの情報セキュリティ・プライバシー・ワーキング・パーティの

副議長を務めヤいる堀部政男中央大学大学院教授（以下r堀部教授」とい

う。）も，住基ネットを規定する住民基本台帳法は国際的なスタング』ドであ

るO　E　C　D8原則に沿った個人情報保護措置を講じている旨述べている．ところ

である（乙第10号証（以下「堀部意見書」という。）参照）。

　したがって，住基ネット制度には個人情報保護対策の点で無視できない欠陥

余あり，明示的に住基ネットの運用を拒否している吹田市等の別件控訴人らに

ついて住基ネットを運用する（改正法を適用する〕ことは、同人らに保障され

ているプライバシー権（自己情報コントロ］ル権）を侵害するものであるとし

た大阪高裁判決は，住基法等の法令の解釈適用を誤っている（第2章の第2）。

第2章大阪高裁判決の判示が誤りである理由

第1　自己情報コントロール権は実体法上の権利とは認められず，また本人確認情

　　報がその保護の対象となるものでないこと

　1　自己構報コント。ロール権は差止請求の根拠たり縁る実体法上の権利とは認め

　　られないこと

　　　以下に述べるとおり，自己情報コントロール権は，そもそも実体法上の権利

　　とは認められない。

　（ユ）　自己情報コントロール権を実体法上の権利として定めた法文は存在しない。

　　　先ごろ成立した行政機関個人情報保護法は，開示請求権，訂正請求権及び禾1j

　　　用停止請求権を明文で定めており　（同法12条，27条及び36条），これ

　　　らの権利は，その内容において，大阪高裁判決の判示する自己情報コントロ
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　一ル権と共通するものを含んでいる。しかし，これらの規定は，実体法上既

　に存在する自己情報コントロール権を確認的に定めたものではない。このご

　とは，同法の法案に対する国会審議において，政府側から，自己情報コント

　ロール権については，その内容，範囲，法的性格に関し，様々な見解があり，

　明確な概念として確立していないことや，表現の自由等との調整原理も明ら

　・かでないことから，法案に明記することは適切ではないとの答弁がされたこ

　とからも明ら一がである（平成15年4月8目衆議院会議録2王号5ぺ一ジ・

　乙第36号証）。その上，同法にっいてぽ，　けプライバシー権』について，

　判例から一義的な法概念を見いだすことは困難であ」り，　r自己情報コント

　ロール樹についても「論者によって様々な考え方がみられる」として，同

　　r法は『プライバシー権』や『自己情報コントロール権』という文言を用い

　ず，あくまで個人情報の取扱いに伴い生ずるおそれのある・個人の人格的，財

　産的な権利禾1」益に対する侵害を未然に防止することを目的としや，個人情報

　の取扱いに関する規律と本人関与の仕組みを具体的に規定するものである」

　と解説されている（総務省行政管理局監修r行政機関等個人情報保護法の解

　説」12ぺ一ジ）。

（2）　自己情報コシトーロール権を肯定する見解に対しては，名誉とプライバシー

　の双方．を包括して保護の対象とすることにより，その区別をあいまいにして

　しまい，その結果，真実性の抗弁の妥当軍国等についての的確な説明が困難

　になるとの批判もある（阪本昌成r『人格権』に基づく自己情報の訂正請求

　権」ジュリスト829号49，5Cぺ一ジ）。また，阪本教授は，一「ところ

　が，この『自己情報コントロウル権説』は，個人情報の保護法益の実体を窮

　らかにできなかった。おそらく，それへの解答は『自己情輝をコントロウル

　することが，人格的利益としての自律性の」部である』ことに求められるで

　あろう。ところが，『自律性jは，伝統的なプライバシー概念の配慮すると

　ころであり，『自己情報コントロウル』に特育のものではなく，解答に窮す
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ることになる。そればかりでなく，・『自己情報コントロウル権説』には1『

情報』，『コントロウル』の意味の曖昧さが残された。『自己情報コントロ

ウル権』が憲法一13条の幸福追衷権（人格的利益の総体）の1つであるとさ

れるためには，第1に，」定の自己『情報』の範囲がある程度明確であるこ

と，第2に，管理（支配）可能性があること，第3に，その管理禾1j益が『人

格』と関連していること，という条件が必要であろう。この条件を満たさな

い限り，『自己情報コントロウル権』は，実定憲法上の権禾1」であるというよ

りも，法定立のさいの指針として提唱されていると評価せざるを得ない。」

と指摘されている（阪本昌成「プライバシーと自己決定の自由」樋口陽一編

・講座憲法学3，235ぺ一ジ）．。

　自己情報コントロール権を肯定する見解においても，例えば佐藤幸治教授

は，高度にセンシティヴな個人的かつ私的な情報（由有情報）とセンシティ

ヴ性の低い情報（外延情報）とを区別し，保障の程度に相違があることを示

唆しようと試みているとされるが（芦部信喜「憲法学n人権総論」380ぺ

一ジ），この試みに対しては，固有情報と外延情報の区別は必ずしも明確で

ないなどの批判がある（松井氏記「プライヴァシーの権利について」法律の

ひろば4・1巻3号27ぺ一ジ）。また，長谷都教授も，自己情報コントロー

ル権の性格付けの内容及びその含意については慎重な検討が必要であるとし，

「自己情報コントロール権として把握されるプライバシ］には本質的な限界

がある」と述べているところである（長谷部意見書1，2ぺ一ジ）。

　そして，自己情報こエント』一ル権を肯定する見解が，個人情報の開示請棄

権・訂正請求権・といった請求権的内容を認める点については，そもそも憲法

ユ3条の文言解釈を逸脱するものではないか一との疑問がある上，このような

内容の請求権をプライバシーの権利に包括することは民事法上極めて困難で

あるとされており，開示請求権・訂正請求権をプライバシー権に含める見解

においても，具体的権利性は否定するのが通例である。
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（3）　以上のとおり，自己情報コントロール権を古定する見解には問題点が少な

　くなく，自己情報コントロール権の概念はいまだ不明確であり，行政機関個

　人情報保護法の立法担当者もこのような理解から．「自己情報コントロール」

　権という文言を法文に使用しなかったのであるから，自己情報コントロール

　権を現行法秩序の申で，実体法上の権利とすることは相当でない。大阪高裁

　判決は，自己情報の取扱いを自己決定する利益．を自己情報コントロ』ル権と一

　定義付けているが（甲第72号証47ぺ一ジ2及び3行胃），大阪高裁判決

　がいう「自己決定」が具体的に何を意味するのか，その内容，範囲は極めて

　漠としており，法的性格も明確にされておらず，このようなあいまいな定義

　一付け，概念によって，自己情報コントロール権が憲法により保障された具体

　的権利であるとする点は相当でない。。

　　プライバシ』の法的保護の内容は，飽くまでもFみだりに私生活（私的生

　活領域）へ侵入されたり，他人に知られたくない私生活上の事実又は情報を

　公開されたりしない」利益として把握されるべきであって，プライバシーに

　属する情報をコントロールすることを内容とする権利とは認められない。

（4）　なお，大阪高裁判決は，自己・情報コントロール権がプライバシーの権利の

　重要な一内容であるとした上で，　「プライバシーに属する情報といっても，

　その申にぼ，思想，信条，宗教などといった，人の人格的自律ないし評価に

　直接関わり，一般に秘匿の要請が高度な情報（固有情報）もあれば，そうで

　ないもの（外延情報）もあり，特に後者に属する情報の内容や秘匿性の程度

　については明らかでないところがあるが，それは今後あ具体的な事碗の積み

　重ね・によって自ずと明らかになっていくものであり，現在それが．明確になっ

　ていないからといって，自己情報コントロール権自体を認めるべきではない

　とは解されない。」などと判示する（甲第72号証47ぺ一ジ6行目ないし

　13行胃）。

　　しかし，自己情報コントロール権は，実定法上の明確な根拠がない上，保
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　　護されるべき権利・禾■」益の内容やその外延も不明確であり，その内容や秘匿

　　性の程度が不明確であることは大阪高裁判決も認めているところであって，

　　権禾1jとして保護される適格や成熟性を欠く以上，これを実体法上の権利と認

　　めるべきではない。

　　一この点，近時，本件と同種事案に関するさいたま地方裁判所平成ユ9年2

　　月16目判決（乙第37号証。以下rさいたま地裁判決」という。）は，

　　「なるほど，高度情報社会の発展により，個人情報が私的にも公的にも利用

　　される頻度が拡大している今日，個人情報保護の見錨から，プライバシー権

　　を発展させた形での自己情報コン・トロール権なるものを認める必要性が高く

　　なっていることは当裁判所も否憲するものではない。しかし，原告らのいう

　　自己情報コントロール権なるものは，未だこれが認められる範囲，権利の内

　　容等について不確定な要素が多く，これを直ちに憲法13条に基づく権禾1」と

　　して認めることは困難である。したがって，自己情報コントロール権の侵害

　　を理由に，住墓ネットの運用の差止めを求める原告らの請求は理由がな

　　い。」と明確に判示しているところである（同一27，28ぺ一ジ）。

2　本人確認情報は、自己情報コントロール権の保護の対象とはならないこと

（1）　本人確翠情報の意義，秘匿の必要性等

　　ア　そもそも，4情報（r氏名」，　r生牛月目」，　r男女の別」，　F住

　　所」）は，個人を識別するための単純な情報にすぎないものであり，住基・

　　法工1条，12条の規定に基づき，閲覧等を求めることができるものであ

　　　る。また，住民票コードは，住民票に記載された1ユ桁の数字であウ，変

　　更情報とは4情報が変更された旨の情報であって，これらの情報は，いず

　　れもおよそ個人の人格的自律などにかかわらない客観的・外形的事項に関

　　するものにすぎず，ましてや思想，信条など個人の道徳的自律に関係一した

　　　り，人格権の内容を成すものでもない。

　　　最高裁判所平成15年9月ユ2日第二小法廷判決（民集57巻8号97
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　3ぺ一ジ。以下r平汝ユ5年最高裁判決」という。）は，李生の学籍番号，

　氏名，住所及び電話番号並びに当該学生が講演会の参加中込者であるとい

　う個人情報について，プライバシーに係る情報として，法的保護の対象に

　なると判示したが，．同判決も二武名・住所・電話番号等の情報については，

　　r早稲霞大学が個人識別等を行うための単純な情報であって，その限りに

　おいては，秘匿されるべき必要性が必ずしも高いものではない」ことを明

　冒しており，この半目示部分で明らかにされた法理は，本人確認を可能とす

　るための一4情報等についても異なるものでぱないというべきである。長谷

　部教授もこれと同旨の意見を述べている（長谷部意見書4ぺ一ジ）。

イ　この点について，大阪高裁判決は，本人確認情報が，いずれもプライバー

　シーに係る情報として，法的保護の対象となると判断した根拠として，平

　成15年最高裁判決を参照すべきであると判示する（甲第72号証50ぺ

　一ジ1及び2行目）。

　　しかし，平成15年最高裁判決は，　r氏名・，学籍番号，住所及び電話番

　号」というr単純な情報」それ自体について，プライバシーに係る情報と

　しての法的保護の対象とすべき旨を判示したものでないことは，．上記アで

　説明したとおりである。そして，平成15年最高裁判決は，講演会の参カ日

　申込者であるという，公開することが当然視できない情報が，氏名等のこ

　れら．の「単純な情報」と結びつくことによって，誰が講演会に参加したか

　が明らかになることから，この椿報全体について，プライバシーに係る情

　鞭としての法的保護の対象となることを認めたものである（杉原貫一彦・最

　高裁判所判例解説・法曹時報56巻11号2784．2785ぺ一ジ）。

　したがって・平成耳5年最高裁判決の判示するところによっても・本人確

　認情報自体が独立にプライバシーに係る情報として法的保護の対象になる

　と解することはできないというべきである。

ウ　なお，住民基本台帳の閲覧制度等は住基ネットの導入以前から存在する，

一15



　　　住基ネットとは別の制度である。住民基本会娠の閲覧制度等の在り方につ

　　　いては，平成17年5月から総務省の検討会において検討が行われ，同年

　　　10月に同検討会の報告書が総務大臣に提出されたところである（なお，

　　　その後，平成18年3月，住民基本台帳の一部を改正する法律案が，第1

　　　64回国会に提出され，同年6月に可決・成立したところである。）。こ

　　れは，閲覧制度がダイレクトメール等の民．間の営業活動で利用されて．いる

　　　ことから，閲覧を認める範囲が住基法1一条の目的に照らして広すぎるので

　　　はないかとい．う観点から検討されたものであり・その利用が行政目的に限

　　足されている住基ネットとは何ら関係がない二このことは，閲覧制度の見

　　直しに関する全国連合戸籍事務協議会の要望書の中で，むしろ厳しい個人

　　情報保護措置があり，かつ目的が明確な住基ネットに比較して，閲覧制度

　　の利用目的が広すぎるのセはないか・との趣旨の指摘が亭れていることか

　　　らも明らかである。また，検討会の報告書においても’公証制度としての

　　閲覧制度や住民票の写しの交付制度の意義を再確認した上で，閲覧制度に・

　　つき，法の目的に即して閲覧できる主体と目的を限定するとともに，審査

　　手続等についても整備するなど個人情報保護に十分留意した新たな制度と

　　して構築すべきことが述べられているのである。

（2）　秘匿の必要性の程度は社会通念に照らして判断されるべきこと

　　個人識別情報な一ど類型的な情報がプライバシーとして保護されるかどうか

　を検討する際には，個別の事情を勘案するべきではなく，社会通一念に従った

　類型的判断がされるべきである。そして，確かに個人漕報のセンシティヴィ

　ティに関して，時代や社会を超えた明確な判断基準があるとはいい難いが，

　およそ一般的にみてセンシティヴィティがあるとはいい難い情報を選別する

　ことは可能であり，4情報等の情報はこのような類型に該当するものという

　べきである。

（3）一変更情報は身分関係の変動等を端馴こ推知させる情報ではないこと
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　　　住基ネットにおいては，婚姻，離婚等の「経歴」自体が変更情報として保

　　有されることはない。例えば，婚姻により姓が変わった場合であれば，修正

　　を行ったという単なる外形的事実を示すr住民票の記載の修正を行った旨」

　　の記載に加え，「職権修正等」，　「事由が生じた年月日」のみが「変更履

　　歴」とし七記載され，これが都道府県知事に通知，提供されるにすぎず，婚

　　姻，離婚等の具体的事由が通知されることはない（住基法30条の5第1項，

　　住基法施行令30条の5，住基法施行規員Hユ条）。そして，その保有期限

　　も原則として一5年に限定されている（住基法30条の5．第3項，往基法施行

　　令30条の6）。

　　　したがって，変更情報は，亨分関係ρ変動を端的に推知させる情報でない

　　ことが明らかであり，変更情報については秘匿の必要性の程度が相当高いな

　　とと．いうことはない。

（4）　小括

　　　以上のような本人確認情報の秘匿の必要性の程度も考慮すれば，本人確認

　　情報は，自己情報コントロール権の保護の対象とならないことは明らかであ

　　る。・

3　小括

　　以上のとおり，自己情報コントロール権は，いまだ権禾1」としての成熟性が認・

められず，実体法上の権利であると解することはできない上，仮に，実体法上

め権利として観念する余地があるとし寸も，本人確認情報は秘匿g必要性が高

いものではなく，自己情報コントロール権の保護の対象となるもの下はない。

　したがって，本人確認情報が自己情報コントロール権の保護の対象となるとし

た大阪高裁判決の判示は，伎基法等の法令の解釈適用を誤ったものである。

第2　住基ネットの運用を拒否している相手方らに住基ネットを運用することがプ

　　ライバシー権（自己措報コントロール権）を長春すると解することはできない

一17



　こと

1　住基ネットの概要

　住基ネットは，全国の市町村において，住民基本台帳事務が電算化されてき

たことを踏まえ，コンピュータネットワークを活用することにより，市町村間

の住民基本台帳事務の合理化を図るとともに，従来は紙面で市町村から都道府

県や国の行政機関等に対して，住民を介して，あるいは介さずに，提供されて

いた住民票記載情報をオンラインで提供することにより，住民の負担の軽減と

行政事務の効率化を図るべく創設された制度である。

　住基ネットは，市町村が住民基本台帳制度を運営するという制度の基本的枠

組みを変更することなくi全国的に市町村の区域を越えた本人確認ができるよ

うな仕組みを付加するものであり，①それぞれの機関が保有している個人情報

は，従前どおり分散管理することを予定した地方公共団体共同のシステムであ

って，国等が個人情報を一元的に管理するシステムではないこと，②住基ネヅ

　トのサーバ上に保有される情報は，本人確認のための氏名，生年月目，男女の

別及び住所の4情報，住民票コード及び付随情報（変更情報）のみであること，

③国の機関等へのデータ提供は，個別の目的ごとに法律上の根拠が必要であり，

かつ，目的外利用を絶対的に禁止していることから，様々な個人情報を一元的一

に収集・管理することを法律上認めない仕組みとなっている。そして，住基ネ

ットの構築に当。たっては，本人確認情報の漏洩や不正利用を防止するため，国

際的基準（OECD8原則）を踏まえて，法令上及び技術上の措置として，制

度面，技術面及び運用面g様々な観点から，二重，三重に本人確認情耀保護措

置（本人確認情報の漏洩や，住民票コードを利用したデータマッチング等の不

正利用を防止）が講じられている（これらの点は大股高裁判決も認めている

　（甲第72号証59ぺ一ジ6行目ないし74ぺ一ジ6行自参照）。）。なお，

住基ネットめ仕組みや基本的事項については別紙図AないしDの概略図を参照

されたい。
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2　住基法中の本入確謁情報の保護規定が行政機関個人情報保護法に優先して適

　用される二と

（1）住基法と行政機関個人情報保護法との関係

　　　住基法30条の34を始めとする住基法中の本人確認情報の保護規定は，

　　個人情報の中でも，住基ネットというネットワークシステムで敬一り扱う本人

　確認情報について，その保護措置を講じるために特に設けられたものである。

　　　これに対し，行政機関個人情報保護法は，行政機関における個人情報一般

　　について，その敢扱いに関する基本的事項を定めるもの（同法ユ条参照）で

　　ある。

　　　してみると，国の行政機関が住基ネットを通じて受領した本人確認情報を

　保有する場合において，行政機関個人情報保護法等が一般法であるのに対・し

　て，住基法中の本人確認情報の保護規定が特別法の関係にある。したがって，

　国の機関等が住基ネットを通じて受領した本人確認情報は，まずは住基法中

　の本人確認情報の保護規定の適用によって保護されるのであり，住基法中に

　規定がない場合に初めて一般法である行政機関個人情報保護法が適用される

　のであって，両者が抵触する場合には，住基法申の本人確認情報の保護規定

　が優先して適用されるのである（平成ユ5年4月18目衆議院個人情報の保

　護に関する特別委員会会議録6号17ぺ一ジ・乙第30号証，平成15年4

　月25目個人情報の保護に関する特別委員会会議録ユ1号4ぺ一ジ・乙第3

　　1号証，堀部意見書3ぺ一ジ参照，本件と同種事案に関する名古屋高等裁判

　所平成19年2月一1目判決（乙第38号証。以下r名古屋高裁判決」とい

　　う。）一51ぺ一ジ参照）。

　　行政機関個人情報保護法8条2項2，3号は，一定の要件の下で利用目的

　以外の自釣のための保有個人情報の利用，提僕を認める規定であり，また，

　同法3条3項は，一定の要件の下で利用目的の変更を認める規定である。し

　かし，上記のとおり，住基法30条の34はこれらの規定の特別法に該当す
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　るのであるから，本人確認情報については，結局，住基法30条の34が優

　失して適用されることになる。したがって，目的の範囲内の手1」用等に当たら

　ないデ』クマッテング，すなわち，受領者における同法所定の事務処理に必

　妻とされる限度を超えた本人確認情報の利用，提供は，全面的に禁じられて

　おり，行政機関個人情報保護法の規定の適用により，その禁止が解除・される

　余地は全くないのである。

（2）住基法中の本人確認情報の保護規定

　　住基法30条の34は，往基法別表め事務を行うため本人確認情報を受領

　した者（受領着。住基法30条の33第1項参照）は，rその者が処理する

　事務であってこの法律の定めるところにより当該事務の処理に関し本人確認

　情報の提供を求めることができることとされているものの遂行に必一要な範囲

　内で，受領した本人確認情報を利用し，又は提侯するものとし，当該事務の

　処理以外の目的のために，受領した本人確認情報の全部又は一部を利用し，

　又は提供してはな・らない」旨を規定しており，法の定める目的の範囲内の利．

　用等に当たらないデータマッチングを明確に禁止している。そして，これを

　実効あらしめるために，法は違反者に対しては制裁を設けている。すなわち，

　行政棲関の職員が目的範囲内の利用等に当たらないデータマッチングを行う

　ことは，住基法30条の34所定の職務上の義務の違反に該当することにな

　るので，懲戒虹分の対象となる（国家公務員法82条及び地方公務員法29

　条）。また，行政機関の職員が，目的の範囲内の利用等に当たらないデータ

　マッチングや名寄せを行うために，その職権を濫用し，専らその職務以外の

　用に供する目的で，本人確認情報に関する秘密が記載された文書，図画又は

　電磁記録を収集した場合には，1年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処

　せられることになる（行政機関個人情報保護法55条）。

　　さらに，胃内の範囲内の利用等に当たらないデータマッチングや名寄せを

　行わせるために，指定清報処理機関の役員及び職員（住基法30条の！7第
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　3項），本入確認椿報の提供を受けた国の機関等の職員が，その知り得存本

　人確認情報に関する秘密を他の国・の機関等に漏らした場合には，公務員の守

　秘義務違反等に該当し，刑罰の魅象となる（国家公務員法109条12号，

　ユO　O条1項，2項及び地方公務員法60条2号，34条1項，2項，行政

　機関個人情報保護法53条，54条，住基法42条）。

　　また，行政機関は，特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人

　情報を保有してはならないし（行政機関個人情報保護法3条2項），行政機

　関の長は，利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し，又は捷

　供してはならないのであるから（同法8条1項），行政機関及びその職員は，

　これらの規定によっても，目的の範囲内の利用等に当たらないデータマッチ

　シグが厳格．に禁じられているのである。

（3）　大阪蕎裁判決の誤り

　ア　大阪高裁判決は，住基法の規定と行政機関個人情報保護法の規定との

　　適用の優先関係を考慮せず，行政機関個人情報保護法3条3項によって

　　保有を開始した利用目的を変更して個人情報を保有することが許容され一

　　る．場合には，同法8条3項によって保有個一人情報の目的外使用を制限す

　　る住基法30条の34の規定が適用されることはないから，住基法の利

　　用目的明示の原則が形骸化する危険性は高い（甲第72号証78ぺ一ジ

　　17行目ないし79ぺ一ジ20行目），と判示している。

　　　しかしながら，行政機関個人情報保護法は，行政機関における個人情報

　　一般について，その取扱いに関する基本的事項を定めるものであるのに

　　対し（同法1条参照），住基法中の本人確認情報の保養規定は，個人情

　　鞭の中でも，住基ネットで取り扱う本人確認構報についてその保護措置

　　を講ずるために，特に設けられたものであって，両者は」般法と特別法

　　の関係に立つの一である。したがって，本人確認情報については，住基法

　　の本人確認情報の保護規定が当然に優先して適用されるべきものであり，
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　大阪高裁判決の判示が誤りであることは明らかである。そして，行政機

　関個人情報保養法8条3項は，他の法令の規定により個人情報の利用・

　提供が制限されている場合，同条2項がこれに反して利用・提供の権限

　を与えるものではないという当然の理を確認した規定にすぎず，．当該規

　定があって初めて個人情報の禾1」用・提供を制限する他の法令の規定が優

先的に適用さ一れるという・都設的な効果を有する規牢ではない。したが

　って，同法3条3項について，8条3項のような調整規定が置かれてい

　ないことを理由にして，特別法の関係にあり，しかもより厳格な個人情

　報保護措置を講じる住基法の本人確認情報の保護規定の適用が排除され

　ると解することは，明らかな誤りであり，行政機関個人情報保護法の趣

　旨にも反するものといわなけ札ばならない。

イ　また，大阪高裁判決は，個入情報の取得について，本人にあらかじめ

　r禾1」用目的を明示」することを要求し（行政機関個人情報保護法4条），

　自的外の禾I」凧提供の禁止の例外として「本人の同意」　（同法8条2項

　1号）を定めている同法の制度趣旨にかんがみれば，目的外利用禁止の

例外については，r本人の同意」とみなすことができるような相応の制

度的担保が必要であると解されるが，目的外利用禁止の罰貝査等の規制を

考慮しても，目的外利用禁止のための制度的担保が十分とはいい難いと

判示している（甲第72号証81ぺ一ジ7行胃ないし82ぺ一ジ2行

　目）。

　　しかしながら，そもそも住基法は，法で定める目的の範囲外の利用を厳

格に禁止し，その違反に対しては，懲戒処分や刑事罰を科し得る法制度

　となっているのであるから，目的外利用禁止の例外にどのような制度的

担保を要するかは本来論じる必要のない事柄である（この点は，本件と

同種事案に歯する名古屋高等裁判所金沢支部平成18年12月11目判

決（乙第27号証。以下r金沢支都判決」という。）においてr被控訴
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人ら主張の本人確認情報を使用したデータマッチングは，住基ネットに

関係する都道府県知事，国の機関等あるいはその職員がこれら法律の定

めを遵守する限りは実現しないのであり，これらの者がこれら法律の定

めに違反することを前提として，上記データマッチシグの具体的な危険

があるとすることは，当を毎たものということはできない。」　（同42

ぺ一ジ）と判示されているとおりである。）。

　その上，その例外の許容のために「．本人の同意」又はこれと同視できる

制度的担保を必要とする大阪高裁判決の判示自体にも明らかな誤りがあ

る。・すなわち，住基法は，その立法目的において，行政の合理化のため，

都道府県や国の機関が個々の住民の承諾を得ずに住民票記載情報を利用

することが当然に予定されている。すなわち，住民票記載情報のように，

人間の社会生活の基礎となる個人情報は，いわば公共領域に属する個人

情報であるから，行政の合理化のため，これらの情報を個人の承諾を要

することな・く利用できるという法制度が採用されている。この点は，平

成1ユ年の住基法の改正前と後で何ら変わりな．いし，住民票記載情報を

個人の承諾を得ることなく利用したからといって，何ら．かの人格的利益

の侵害に当たると解する余地はない。また，OECD8原動に照らして

本人の同意が要件になるのは，本来の禾1」用目的以外のために個人データ

の開示，利用等を行おうとす・る場合であって，個人情報の収集目的の範

囲内又は法律の規定に上る場合については，あえて本人の同意を取るこ

とまでは求められていない。本人確認情報を住基法別表に掲げられた国

の機関等に対して別表に掲げられた事務のために提供することは，住民

基本台帳の本来の目的の範囲内での個人情報の末口用セあるといえる。し

たがって，住基ネットを通して本人確認情報を通知・提供することは，

OECD8原則からしても，個別の住民の同意を得ることが求められて

いないのである。この点については，堀部教授も同旨の意見を一述べてい
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　　　る（堀部意見書6ぺ一ジ以下参照）。

　　ウ　以上のξおり，住基法中の本人確認情報の保護規定と行政機関個人情

　　　報保護法の制度趣旨に関する大阪高裁判決の判示は明らかな誤りがある。

3　住基ネット制劇こは個人情報保護対策の点で無視できない欠陥があるとした

大阪高萩判決の誤リ

（1）行政機関全体が保有する多くの部分の重要な個人情報が集積され，利用さ

　　れる具体的危険はないこと

　　ア　大阪高裁判決の判示

　　　　大阪高裁判決は，行政機関においては目的外利用が可能な場合もあるが，

　　　それらの外延が明らかで・あるとはいえず，その外延目的情報については複

　　数の行政機関の間で関連性が競合することがあることも十分予想される。

　　　そうであれば，現在の住基ネットのシステムの上では一元化の主体機関は

　　』存在しないことから，個人情報の完全な」元化までの具体的危険があると

　　　はいえないにして・も，各行政機関の間でデータマッチングが進められ，行

　　政機関が個別に保有する個人情報の範囲が拡大して，少数の行政機関によ

　　　って，行政機関全体が保有する多くの部分の重要な個人情報が結合・集積

　　　され，利用されていく可能性は決して小さくないといえると判示する（甲

　　第72号証82ぺ一ジ3行目ないし11行目）。

　イ　大阪高裁判決の誤り

　　　指定情報処理機関は国の機関等に対して住基法で定めるところにより本

　　人確認情報の提供を行うことができるが，住基法30条の34において認

　　められた範囲を超えて国の機関等と他の国の機関等との間で住民票コード

　　を禾1」周したデータマッチングをすることは，同条に違反する行為にほかな

　　　らない。したがって，大阪高裁判決のいうようなr少数の行政機関によっ

　　て，行政機関全体が保有する多くの部分の重要な個人情報が結合・集積さ

　　れ，利用されていく」事態が生じるのは，個々の国の機関等が住基法別表
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　　　の事務処理を行うために管理している個人漕報について，これらを扱う公

　　務員が，法令上の根拠もないのにあえてこれを他の国の機関等に提供し，

　　　当該機関等がこれを集約管理した上で，同法30条の34等に違反しで本

　　人確認情報を利用して名寄せやデータマッチングを行うような場合に隈ら

　　れるのである。しか・し，本人確認情報の提供が認められている293事務

　　　（平成18年5月15日現在）における保有情報を一元的に管理する国の

　　機関や主体は，存在しない。本人確認情報を記録，保有する指定情報処理

　　機関も，住基法別表で定める国の癌関等に対し，その求めに応じて本人確

　　認情報を提供することは予定されているものの（住基法30条の10），

　　指定情報処理機関には，国の機関等からその保有する本人確認情報以外の

　　住民に関する情報を収集し，これを管理する権限は付与されておらず，国

　　の機関等もそのよう一な情報を指定情報処理機関に対し提供する権限や義務

　　は認められていない。したがって，指定情報処理機関において，国の機関

　　等が保有する情報を結合することも不可能である。そして，本人確認情報

　　の提供について，その対象となる事務が法改正により追加されるとしても，

　　法定された事務を遂行する範囲を超えた利用を禁止する諸規定が改正され

　　たわけではないから，対象事務の拡大によって，データマッチングの具体

　　的危険が認められることにはならないというべきである。この点について，・

　　名古屋高裁判決（乙第38号証）は，上記のとおり，住基法の改正による

　　提供先等の拡大等について，　r住基ネットにおける本人確認情報の提供先，

　　利用目的の変更等は法律の改正によるべきものであって，国民の意恩を離

　　れて無制限に拡大する性質のものではないから，将来法律の改正によって

　　提供先及び利用日約の変更があり得るからといって，住基ネットが名寄せ一，

　　データマッチングの可能性をもち，プライバシー保護の見地から危険な制

　　度であるということはできないj　（同52ぺ一ジ）と正当に判示している。

（2）　目的外利用を監視する第三者機関が置かれていること
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ア　大阪高裁判決の判示

　　大阪高裁判決は，公権力を行使する行政機関による個人情報の取扱いに

　対する監視機関は，行政から独立した第三者機関であって実効性のある監

　督機能が果たせるが，住基ネットの運用に関して提供された情報の目的外

　利用を中立的な立場から監視する第三者機関は置か祁ていないなどと判示

　し，これを詣峻の不備と断言する（甲第72号証82ぺ一ジ12行目ない

　し16行目）。

イ　大阪高裁判決の誤り

　　各行政機関が保有する個人情報ファイルについては，その利用目的，記

　録される個人情報，提供先等にっき総務省に通知することとされており

　（行政機・関個人情報保護法10条1項），また，個人情報ファイルを保有

　する行政機関が，その保有する個人情報ファイルの概要を記載した個人情

　報ファイル薄を作成し，公表しなければならないこととされる（同法11

　条）など，法律上，行政機関の保有する個人情報の透明性は確保されてい

　る。

　　一方，住基法30条の9第1項は，　r都道府県に，第30条の5第ユ項

の規定による通知に係る本人確認情報の保護に関する審議会を置く」と定

　めている。この審議会は，　「この法律の規定によりその権限に属させられ

た事項を調査審議するほか，都道一府県知事の諮問に応し当該都道府県にお

　ける第30条の5第1項の規定による通知に係る本人確認情報の保護に関

する事項を調査審一議し，及びこれらの・事項に関して都道府県知事に建議す

　ることができる」と定．められている（同法30条の9第2項）・。したがっ

て，この審議会は，当該都道府県における本人確認情報の取扱い等につい

て調査審議を行うことができる機関であり，管理及び運営面において，住

民の本人確認情報を保護する殺害1を果たしているのである。

　　また，同法30条の．15第1項は，　r指定情報処理機関には，本人確認
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情報保護委員会を置かなければならない」と定め，この委員会は，1r指定

清報拠理機関の代表者の諮問に応じ，第30条の1ユ第1項の規定による

通矧ご係る本人確認情報の保護に関する事項を調査審議し，及び生れに関

し必要と認める意見を指定情報処理機関の代表者に述べることができる」

と定められ（同法30条の15第2項），上記審議会と同様，管理及び運

営面において，住民の本人確認情報を保護する役割を果たしている。

　さらに，セキュリティ基準第6－8（1）一ウ及び工（乙第32号証）は，

都道府県知事は，本人確認情報の提供先である国の機関等における本人確

認情報の管理状況について報告を求め，一 K切に管理するよう要請すること

ができ，市町村長も，都道府県知事を経由して上記のような報告等を要請

することができると定めており，これらの点においても，国の機関等が本

人確認情報を不適切に扱うことを防止する制度的な担保が設けられている。

　上記「本人確認情報の保護に関する審議会一及び「本人確認情報保護委

員会」については，金沢支部判決（乙第27号証）においても・これらを

設置する旨の規定があることを指摘して，　「住基法が行政機関による個人．

情報の目的外利用禁止の制度的揖保を設けていないということはできな

い」　（同43ぺ一ジ）と正当に判示されているところである。

　大阪高裁判決の判示はり以上のとおり．，住琴ネットでは，本人確認情報

について，法令の定める事務の遂行に必要な範囲を超えて利用することの

ないよう二重，三重1三本人確認情報保護措置が講じられていることを看過

したものである。

　なお，控訴人は，東京都が住基法30条の9に基づいて設置規定する審

議会について，　「その職務は，住基法30条の9に規定された事項の調査

審議及び建議とされているが，実際には，担当職員からの住基ネットの運

用状況や住基ネットをめぐる裁判の動向等についての報告に終始している。

少なくとも本人確認情報の未■」用や提供への監視は，権限としても定められ
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ておらず，また，それを遂行しうる体制にもなっていない。」　（控訴人準

備書面（3）第3の2（4）イ（29ぺ一ジ））と主張し，その根拠として，同

審議会の平成14年7月25日第11回議事録に」おける加藤委員の発言を

引用するが，かかる控訴人ρ主張は，以下に述べるとおり事実誤認に基づ

くものであり，失当である。

　すなわち，東京都は，住基法30条。の9第3項を受け，平成14年3月

29目東京都条例第33号により東京都情報公開条例（平成1王年東京都

条例第5号）．を改正し，既に設置されていた東京都情報公開・個人漕報保

護審議会の権限に住基法30条の♀第2項に定める事項を追加し，同審議

会において住基法30条の9第2一項に規定する事項を調査審議し，及び知

事に建議することができることとしたが（同条例34条3項），同審議会

は，堀部会長をはじめとしてすべて外部の委員で構成されている．。さらに，

平成14年の．同条例改正により，同審議会はその指名する委員3人以上を

もって構成する部会に同条例34条3項に規定する事項について審議させ

ることができるとされたことを受け（同条例34条6項），東京都は，同

審議会内に住民基本台帳ネットワーク部会を設置し，個別・具体的な審議

については部会で行うこととした（ただし，平成1．4年の住基ネット稼動

当初は，審議会の他の委員の関心も高かったことから，部会ではなく，審

議会において審議及び報告を行っていた。）。そして，同部会においては，

これまでに，本人確認情報の提供又は利用の状況一 iアクセスログ）1こ関す

る開示方法や東京都の住基ネットの運用管理に関する規程である「東京都

住民基本台帳ネットワ』クシステム運用管理輝程」一の見直し讐についての

議論を行ってきた（ただし，同部会においては，セキュリティに関する事

項を取り扱うため，議事を非公開としており，東京都のホームページ等で

もその審議内容を明らかにしていない。）。また，同部会での審議に当た

っては，審議会の委員の他に情報通信技術の分野に広く知識を有寺る専門
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　　調査員に出席を求め，システムのセキュリティ面について意見を得ている。

　　このようなことからすれぱ，東京都の上記同審議会において，単に握当職

　　員からの住基ネットの運用状況や住基ネットをめぐる裁手一の動向等につい一

　　ての報告しか行われていないかのような控訴入の主張は事実誤認であり，

　　失当である。

　　　また，控訴人が引用する第11回部審議会（平成14年7月25目）に

　　おける加藤真代委員（主婦連合会参与）の発言（控訴人準備書面（3）29，

　　30ぺ一ジ・甲第82号証10，工五枚目）は，住基ネットの第1次稼動

　　　（平成王4年8月5目）前で，かつ，個人情報保護法等の施行に伴う関係

　　法律の整備等に関する法律が制定・公布される（平成15年ら月30目）

　　前にされたものであるから，前提が現状と全く異なっており，加藤委員の

　　発言を殊更過大に捉え，一これを根拠に住基ネットの危険性を論じる控訴人

　　の主張もまた失当である。

（3）　住民が本人確認情報の利用状況を把握することができること

　ア　大阪高裁判決の判示

　　　大阪高裁判決は，本人確認情報を利用できる事務は現在275事務にま

　　で拡大され，法律及び条例の制定，一改正によって今後更に拡大することが

　　予想されるが，そうなれば，住民が実際上本人確認情報の利用対象事務を

　　把握することは困難となり，本人の同意や利用をめぐる異議申立ての機会

　　は保障されないに等しく，また，本人確認情報がいかなる機関に提供され

　　たか，それ以外の情報を都道府県や国，指定情報処理機関が保有していな。

　　いかどうかといった重要な点について・本人において確群することが事実

　　上不可龍な状態にあるといえると判示する（甲第72号証79ぺ一ジ1行

　　目ないし80ぺ一ジ14行胃）。

　イ　大阪高裁判決の誤り

　　　住墓ネットを末1岬した本人確認情報の国の機関等への提供を認める事務
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　　は，法律又は条例において明確に定められるのであり，これらは当然のこ

　　とながら，国会又は地方公共団体の議会において，国民ないし住民の意思

　　に基づいて制定されるのである。その規定の仕方も，住基法上は別表にお

　　いて限定列挙されており，条例において定める場合も同様の一形で規定され

　　ていて，」覧性が確保されている。その上，住基法別表第」の国の機関等

　　に係る本人確認情報の提供の状況については，指定情報処理機関が，毎年

　　少なくともユ回，官報において公示していること・（住基法30条の1ユ第

　　6項参照。平成18年については，平成ユ8年号外第196号）などから

　　しても，住民は，本人確認情報を利周できる事務を十分把握し得るのであ

　　る。

　　　また，都道府県知事は，自己に係る本人確認情報の提供又は利用の状況

　　に関する情報の開示請求に適切に対応するため，個人ごとの本人確認情報

　　の提供又は利馬の状況に係る情報を必要な期間保存することとされており

　　　（セキュリティ基準第6－8一（5）・乙第32号証），住民は，住基法3

　　0条の37に基づき，都道府県サーバ及び全国サ』バに保存されている自．

　　己に係る本人確認情報の開示を請求することができる。その上，住民は，

　　個人情報保護条例に基づき，①本人確認情報を提供した住民の住民票コー

　　ド，②本人確認情報を提供した住民の氏名，生年月目，性別及ぴ住所，③

　　提供先及び検索元，④提供年月日，⑤利用目的・について開示請求を行うこ

　　とができる（住民基本台帳事務処連要領第6－5一（3）・乙第34号証）。

　　　したがって，住民が，自己の本人確認情報の禾■j用状況を知るための法制

　　度が整備されていないとする大阪高裁判決の判示は，明らかに誤っている。

（4）　本人確認情報の臭閥利用は禁止され，実効性のある防止措置が講じられて

　いること

　ア　大阪高裁判決の判示

　　　大阪高裁判決は，住民が第三者に住民票コードを告げれば住民票コード
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　は第三者め知るところとなること，住民票コードの民間における利用は禁

　正されているが（住基法30条の43第3項），これを担保する制度が存

　存しないことから，佳良票コードの民間利用禁止の実効性は，現実には非

　常に疑わしいと判示する（甲第72号証80ぺ一ジ王5行目ないし同へ一

　ジ末行）。

イ　大阪高裁判決の誤り

　　住基法上，第三者が住民基本台帳の」部の写しの閲覧請求ができる対象

　から住民要コードは除かれており（住基法ユ1条1項），また，第三者は

　他人の住民票コードの？いた住民票の写しの交付を求めることはでき’ない

　（住基法12条2項参照）。そして，住基法30条の43第王項及ぴ2項

　は，民間の相手方が住民本人に対し，住民票コードの告知を要求すること

　を禁止しているから，このようなことが通常行われるとは考えられないし，

　住民本人が自己の個人情報である住民票コードをあえて民間の相手方に自

　発的に告知することも考えにくい。仮に，住民本人が民間の相手方から住

　民票コードの告知を要求されたとしても，法律上これを拒否することがで

　ぎるし，何らかの理由で住民本人が民間の相手方に住民票コードを告知し

　てしまったとしても，住民票コードは，住民の申請によりいつでも変更す

　ることができるのである（住基法30条の3）。その上，民間の相手方が

住民票コードの記録されたデータベースを業として構成することは禁止さ

黷ﾄおり（同条3項），これに違反する行為をした者に対しては，都道府

県知事は中止の勧告及ぴ命令をすることができ（同条4，5項），命令に

違反した者には1年以下の懲役又は50万円以下の罰金が科されることと

　なっている（同法44条）。

　　このように，第三者が他人の住民票コードを知ることは極めて困難であ

　り，住民は，仮にこれが第三者に知られてしまったとしても，その変更が

可能である上，違反行為に対する罰貝施設けられ，厳格な利用規制が行わ
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　　れているのであるから，住民稟コードが本入の予期しない範囲で民間業者

　　に保有され，利用される具体的危険があるとは到底いえないことは明らか

　　である。

　　　この点については，名古屋高裁判決（乙第38号証）においても，唯

　　棊法は，住民票コードの民間利用について禁止及び違反した場合の罰則を

　　定めており，実効性のある防止措置が講じられている」　岬55ぺ一ジ）

　　と正当に評価されている。

（5）　平成15年に明るみに出た自衛官の募集に関する事案は，本人確認情報が

　集積，結合される具体的危険の存在の根拠となるものでないこと

　ア　大阪高裁判決の判示

　　　大阪高裁判決は，平成王5年の防衛庁の適齢者情報収集問題についての

　　内部調査の結果によると，自衛官募集に関する適齢者情報を提供していた

　　市町村が794あり，このうち佳民基本台帳セ閲覧が認められている4情

　　報以外も提供した市町村が332市町村あったことから，住基ネットの本

　　人確認情報を利用して当該本人に対する個人情報が際限なく集積・結合さ

　　れて，それが利用されていく危険性が具体的に存在する旨判示する（甲第

　　72号証82べ一ジ18行目ないし83ぺ一ジュ1行目一）。

　イ　大阪高裁判決の誤り

　　　しかしながら，自衛官募集に関する情報の収集は，住基法ではなく，自

　　衛隊法117条及び同法施行令120条に基づいて行われるものであらて，

　　住基ネットから自衛官の募集のための情報が提供されることはない。

　　　前記のとおり，住基ネットでは，本人確認情報保護措置として極めて厳

　　格な措置が講じられている上，各団体においては，職員のプライバシーに

　　対する意識を高めるために繰り返し研修等も実施されているところである

　　から，過去の自衛官募集に関する事案を持ち出して，現在において，住基

　　ネットの本人確認情報が国の機関等によって集積，結合され，利用される
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　　危険性が具体的に存在することの根拠とすることはできない。

（6）　住基カードを利用するこ1とによって名寄せの危険性が存在するとはいえな一

　いこと

　ア　大阪高裁判決の判示

　　　大阪高裁半目決は，市町村等は，条例によって，住基カードを様々な目的

　　に使用することができるが，住民が住基カードを使ってそれらのサーどス

　　を受けた場合には，その記録が行政機関のコンピュータに残り，それらの

　　記録を住民票コードで名寄せすることも可能であり，また，現在のところ，

　　住墓カ］一ドに関する技術的基準（総務省告示第392号第5，3（2）・乙

　　第王3号証）では，条例利用アプリケーションに係るシステムヘアクセス

　　するための利用者番号に住民票コードを使用しないこ．とが定められている

　　が，総務省は，告示の改正によりいつでもこれを改めることができると判

　　示する（甲第72号証83ぺ一ジュ2行目ないし8－4ぺ一ジュ行目）。

　イ　大阪高裁判決の誤り

　　（ア）　しかしながら，住基カードは，その内部構造及びそのセキュリティ対

　　　策上柱基カード内に記録された情報が行政機関のコンピュータに残るよ

　　　うなシステムとはなっていないのであり（住基カードに関する技術的基

　　　準第2の2），このことは証拠（ζ第26，第39号証）から明亨かで、

　　　ある。すなわち，住基カードの内部構造はr住基ネットのエリア」と

　　　r独自琴1蝸のエリア」に分かれており，住基ネットのエリアには，住基

　　　ネットのアプリケーションのみが格納されており，このエリアには相互

　　　認証を行った上でないとアクセスができないことになっており，住民票

　　　コニドは，このエリアに格納されている。他方，独自利用エリア・には，

　　　印鑑証明や施設奉1j用等，市町村が独自に住基カードを利用するためのア

　　　プリケーションが格納され，公的個人認証の電子証明書もこのエリアに

　　　格納される。
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　そして，住基カードの佳基ネットエリアに格納された住民票コードに

アクセスするには，認証を経ることが必要であるが，市町村の独自利用

によるサービスを提供する機関は，当該認証権限を付与されていない。

一独自奉■胴によるサービス提供機関は，住民票コードが存在しないエリア

差利用してサ」ビスを提供するのであり一，その記録には，サービスを享

受した住民の住民票コードが残るということはあり得ないのであって，

それらのデータをもって名寄せされる危険性も存在しない。

　こρ点については，名古屋高裁判決（乙第38号証〕においても，

　（住基カードの）　「条例利用領域が設けられたのは，住基カードの多目

的禾■胴のために，住基カー一ドの空き領域を住基ネットとは別個独立のも

のとして活用できる一 ﾆいうものにすぎず，同領域の活用それ自体は儀基

ネットのシーステムそのものには含まれない。そして，同領域には，特に

必要性が認め一 轤黷髀鼾№�怩ｫ，条例利濡アプリケーションに係るシス

テムヘアクセスするための利用者番号など以外の個人情報を記録しない

こととされており，住基カードに直接住民個人の情報が蓄積されること

はなく，上記利用者番号讐に住民票コードを用いることも禁止されてい

るから，住基カードの多目的利用が進んでも，個人情報やプライバシ］

の保護に対しては，十分な措置が講しられており，住基カードがデータ

マッチングに禾u用されることはない」　（同39，40ぺ一ジ）と判示さ

れている。また，さいたま地裁判決（乙第62号証）においてもr住基

カー．ドは，その構造上，住基ネットサーどスを利用するためのアプリケ

ーションと市町村独自サービスを利用するためのアプリケーションとを

独立して搭載し，利用一する仕組みとなっているため，市町村がその独自

サービスを提供する際は，住基ネットサービス利用エリアに格納された

住民票コードにアクセスすることができない。したがって，市町村独白

サー一ビスの利用のために住基カードを利用することが住民票コードを利
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　　　　周したデ』宇マッチングに直帯するものではない」　胴45．ぺ一ジ）と

　　　　正当に判示されている。

　　（イ）また，大阪高裁判決は，前記のとおり一，条例利馬アプリケーションに

　　　　係るシステムヘアクセスするための利用者番号に住民票コードを使用し

　　　　ないことを定めた住基カ］一ドに関する技術的基準について，総務省は，

　　　　告示の改正によっていつでもこれ一を改めることができるとも判示する

　　　　（甲第72号証83ぺ一ジ23行目ないし84ぺ一ジュ行目）。

　　　　　しかしがら，住民票コードの利用拡大は，住民基本台帳法の30条の

　　　　42，30条の43等において厳しく抑制されており，上記告示はこう

　　　　した住基法の趣旨を踏まえて定められたものである（住基法30条44

　　　　第4項，住基’法施行規貝一46条参照）。したがって，住基カードの独自

　　　　利用領域に・おいて住民票コードの利用を可能にすることは，この住基法

　　　　の趣旨に明らかに反するものであり，法律の趣旨に適合する告示が法律

　　　　に反するのものに改正されることはおよそ考え難い。

　　　　　なお，住基カードの仕組みからしても，告示め改正がされない限り，

　　　　市町村の独自利用サ］どスを受けた記録に住民票コードが行力目される可

　　　　能性は全くない（乙第26，第39号証）。

4　住基法に関する長谷部教授1」堀部教授の見解

　　長谷部教授は，　「住民基本台帳法によ柞ば，法の定める事務を行うために4

　情報等を受領した者は，当該事務処理の遂行に必要な範圏内で，受領した情

　報を利用し，または提供することとされており（同法30条の4），4情報

　等の受領者は，認められた事務の処理以外の目的の．ために，受領した本人確

　認情報の利用または提供をしてはならない旨を明確に規定している（同法3

　0条の34）。法の認める範囲を超えるデータマッチングが行われれば，職

　務上の義務に違反するものとして，当該公務員は懲戒処分の対象になるはず

である（国家公務員法82条，地方公務員法29条）。このように，一 ｻ行法
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　制度を前提とする限り，住民基本台帳ネットワークの運用を通じて，行政機

　関により住民票コードをマスターキーとするデータマッチングが行われ，住

　民ゐプライバシーが侵害される具体的な危険が生じているとはいレ）がたく，

　回復不可能な重大な損害の発生を抑止するためにシステムの差止を考慮すべ

　き理由があるとはいいがたいと恵われる。」　（長谷部意見書5，6ぺ一ジ）

　と述べている。

　　また，堀部教授も，・r平成1ユ牛住民基本台帳法改正法においては，個人情

　報保護の観点から現行の法制度の枠内で可能な限りの対応策が盛り込まれた。

　同法の立案に当たっては，国際的な水準に対応した個人情報保護対策を内包

　するシステムを構築すべく一，十分な検討が行われたところである。　（中略）

　以上見てきたように，住民基本台帳ネットワークシステムについては，住民

　基本台帳法に基づき，国際的なスタンダードに対応した個人情報保護措置が

　講じられていると評価することができる。」　（堀部意見書1，7ぺ一ジ）と

　述べている。

5　小括

　以上にかんがみれば，大阪高裁判決が指摘するような「行政機関において，

住民個々人の個人情報が住民票コードを付されて集積され，それがデータマッ

チングや名寄せされ，住民個々人の多くのプライバシー情報が，本人の予期し

ない時に予期しない範囲で行政機関に保有され，利用される危険」　（甲72号

証84ぺ一ジ3行目ないし6行目）が，抽象的な危険の域を超えて具体的な危

険の域にまで達しているとは到底認められない。

　　したがって，住基ネット制度には個人情報保護対策の点で無視できない欠陥

があり，住基ネットの運用を明示的に拒否する吹日ヨ市等の別件控訴人らについ

て住基ネットを運用する（改正法を適用する）ことは，同人らに保障されてい

るプライバシー権（自己情報コントロール権）を侵害するものであるとした大

阪高裁判決は，住基法等の法令の解釈適用を誤るものである。
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第3　金沢支部判決その他年基ネットに関する事件の状況

　1　住基ネットに関する事件の状況

　　改正法による住基ネットの稼働，運用によって，プライバシーが現に侵害さ

　れ，あるいは侵害される危険にさ一らされているなどとして，市町村，都道府県

　及び同指定情報処理機関に対し，住基ネットの運用の差止め及び本人確認情報

　の住基ネット磁気ディスクからの削除等を，また，各市町村，国等に対し，・上

　配権利侵害によって被った精神的損害の賠償を求める訴訟が全国に係属してい

　る。

　　平成19年5月斗目現在において，別紙住基ネット訴訟結果一覧表のとおり，

　大阪高裁判決の一審である大阪地方裁判所の判決及び金沢地方裁判所平成17

　年5月30目判決のほか，延べ13の地方裁半纈所で判決がされているところ，．

　上記金沢地裁判決を除くいずれの判決においても，住基ネットからの情報漏洩

　の具体的危険，データマッチング等の具体的危険は認められず，住民のプライ・

　バシー権ないしその法的利益を違法に侵害するものとは認められないとの判断

　がされており，うち大阪地方裁判所平成18年9月27自判決は確定している。

　　また，現在まで1…，大阪高裁判決のほか，2件の控訴審判決が言い渡されて

　いる。すなわち，①金沢支部判決（乙第27号証）は，上記金沢地裁判決の控

　訴審判決であるが，原判決のうち一審被告ら敗訴部分を取り消し，住基ネット

　の差止請求等を．いずれも棄部している。なお，同幸u決の事案の概要及び判決要

　旨については，後記2のとおりそある。②名古屋高裁判決（乙第38・考証）は，

　控訴を棄去Pし，住基ネットの差止請求等をいずれも棄却した原判決を維持して

　いる。

2　金沢支部綱決の内容

　（1）　事案の概要

　　　金沢支部判決は，以下の事案に関するものである。すなわち，石川県内に
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　在住する別件被控訴人らが，改正法に基づいて設置された住基ネットの稼働，

　運用によって，プライバシーが現に侵害され，あるいは侵害される危険にさ

　らされており，また，別件被控訴人らに住民票コードが付されることによっ

　て氏名権が侵害され，かっ，住民票コードのもとに個人の情報が包括的に集

　約，管理されることによって，　r行政癌カ．によって包括的に管理されない自．

　由」が侵害されていると主張して，別件控訴人石川県及び同指定情報処理機

　関に対し，別件被控訴人らに関する住基ネットの運用の差止め及び別件被控

　訴人らの本入確認情報の住基ネット磁気ディスクからの削除（以下「差止請

　求」という。）を請求し，別件控訴人ら及び雷に対し，・上記権禾1」侵害によっ

　て被った精神的損害の賠償を求めた事案である。

　　第一審判決は，別件控訴人石川県，同指定情報処理機関及び国に対する損

　害賠償の．請求は棄却したが，別件控訴人石川県及び同指定情報処理機関に対

　する本人確認情報についての住基ネット運用差止請求については，別件被控

　訴人らの請求を認容し，これに対して，別件控訴人石川県及び同指定情報処

　理機関が控訴した。

（2）　金沢支部判決の要旨

　　金沢支部判決は，おおむね以下のとおり判示して，別件被控訴人らの差止

　請求等を棄却した。

　ア　本人確認情報は，それ自体で個人の人格的自律や人格的生存の維持に直

　　接的に関係するものではないから，国家機関等の公権力が，正当な理由に

　　基づき，相当な方法によって，本人確認情報を収集，管理，利用すること

　　は，　r公共の福祉」による制限として許され，憲法13条に違反しない。

　イ　住基ネットは，．住民サービスの向上と行政事務の効率化を目的とし，住

　　民票の写しの広域交付，転入・転出の特例処理，各種手続の簡素化等，住

　　民の利便性の増進を図ることを可能とするものであり，その導入には正当

　　な理由がある。住基法は，住基ネットのシステム上ですべての本人確認情
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　報が網羅的に提供，利用されることを当然の前提としており，住民の一都

　でもこれに参加しないことを許容すれば，システムの本来予定する機能を

果たし得ず，従来のシステムや事務処理を併存的に存置せざるを得なくな

　るなど，一部の者の離脱は住基ネット全体にとって重大な支障をもたらす

　ことになるから，住民の利便性よりも自らのプライバシ」権の保持を望む

別件被控訴人らとの関係でも，住基ネット導入の正当性は否定されない。

ウ　住基ネットに関する法制度とこれに関連する運用の実情に照らしても，

住基ネットにおいては，個人情報保護のための対策が制度面，技術面及び

運用面にわたって種々講じられており，プライバシー権の侵害又はその具

体酌危険があるとはいえない。

　　住基法は，本人確認情報に関する利用又は提供の樹限，本人確認情報の

処理事務に従事する職員に対する刑．事罰を伴う守秘義務等を規定すること

で，本人確認情報が住基法所定の事務処理又は目的以外での使用を制限し

ているのであるから；本人確認1情報を使用したデータマッチングは，住塞

ネヅ・トに関係する都道府県知事，国の機関等あるいはその職員がこれら法．

律の定めを遵守する限りは実現しないのであり，これらの者がこれら法律

の定めに違反することを当然の前提として，上記データマッチングの具体

釣な危険があると一することは，当を得たものではない。北海道斜里町情報・

流出事件等も，住墓ネットの管理の末端における，ごく例外的な事例であ

って，住基ネットについての制度的。な欠陥を示すものではない。さらに，

住基法は，本人確認情報の適正な取扱い確保のため，都道府県知事及び指

定情報処理機関には本人確認情報＝の保護に関する事項を調査審議するため

の第三者機関（都道府県にあっては「本人確認情報の保護に関する審議

会」，指定清報処理機関にあってはr本人確認情報保護委員会」）を設置

するものとしているのであるから，住基法が行政機関による個人情報の目

的外黍1」用禁止の制度的担保を設けていないということはできない。
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工　以上によれば，住基ネット規定が，その内容自体において憲法13条に

　違反するものということはできないのみなら一ず，住墓ネットに使用される

　システムの安全に関する規定や住基ネットの管理運営に関してプライバシ

　一を保護する規定を欠くなどのために，使用されているシステムについて

　安全上無視し得ない欠陥があって，容易に外部からの侵入を許すものであ

　ったり，住基ネットの管理及び運営が著しく杜撰になされ，住基ネットの

　管理運営に従事する者が不正に本人確認清報にアクセスするなどして，本

　人確認情報が簡単に漏洩し，あるいは流出する具体的な危険があるという

　場合にも当たらないのであるから，住基ネットにおいて本人確認情報を敢

　り扱うことが憲法13条に違反するということもできない。

第4　結語

　　　以上のとおり，大阪高裁判決の判断は，住基法等法令の解釈適用を誤り，金

　　沢支部判決その他住基ネットに関するこれまでのほ・とんどの判決の判断と相

　　反するものである。したがって，大阪高裁判決をその根拠として引用する控訴人

　　らの主張には理由がない。
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凶　梛二あ’／プ’る住碁ネットの凝嚢ア

CSと既存庁内LAN及び住基ネットとの通信はFWにより制御されている。

．市町村

既存庁内LAN
税．国保　　　　　　既存性基

システム　　　　　シスラニム

指定情報処理機関監視FW

　　　　　　　　操作者識別允「ド

【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

八　　　　　1既存構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…
鯉　■＝新規構成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　　　　■

1　既存住墓疵ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

1　　各市田J村に既に設霞されている住民基本台帳事務のためのコンピュータ　　　　　　　。　　　　　　　　　．　　　　＝

＝　CS　コミュニ　ーション　ーバ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　＝
≡　　既存住基システムと住民基本台帳ネットワークシステムとの橋渡しをするために新たに設置するコンピュータ　　　　　　　1

1　虹　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
＝　　不正侵入を防止するコンピュータ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　　一　　　一一1．
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
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8一プ 本入確翻箏窃の功在

　CSには自市町村の住民に係る。本人確認情報、都道府県サーバには自都道府県の住民に
係る本人確認情報、全国サーバには全国民の本人確認情報がそれぞれ保存されている。

報処理機関監視Fl、、．

指
定
構
報
処
理
機

P．2



8∴2

　CSに新規に登録された本人確認情報は、都道府県サーバに通知され、都道府県サーバ
から全国サーバに通知される。更新時も同様な方法で通知、更新処理が行われる。

操作職帥十

　。一　。。■　。。。一。　。　。。　■　。一　　。■　1　1　　1　　。。。■　。　。。一　一。一一　　。一

㌦　　　　　■　　　　　一

　　　　　　一　　定情報処理機関監視FW

　　　　　■　　　　　　　■

一定

情
報
処
理
機
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写．しの広鮒イメージ
　　，湊付では、本人確認一1着報以外の情報が専用回線を通じて送信されることとなるが、交付地市町’＝

村のCSと住所地市町村のCS（及び既存性基システム）の間のみで通信されるため、異なる都道府県
における市町村間で行う場合1こおいても、全国サーバや都道府県サーバを経由せず、全国サーバや部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’≡　日定日一一　理機関監視FW

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報処理機関監視F
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8－4 乾λ一転出の特例翅瑠のナメージ

　　　衛出の特例処理では、本人確認情報以外の情報が専用回線一を通じて・送信されることとなるが、・

転入地市町村と転出地市町村のCS（及び既存住基システム）の間のみで通信されるた。め、異なる都道
府県における市町村間で行う場合においても、全国サーバや都道府県サLバを経由せず、全国サーバ
や都道府県サーバに情報が保存され奉ことはない。

．；二∴転出二地市町村一11

　　　　　一　　　　■今

　旨定情報処理機関監視FW

瞬奉住墓システム
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0一プ

　指定情報処理機関は、．住基法に規定する国の行政機関等に対し、保存期間に係る本人確

認情報を提供する（利用目的も住基法で限定）。

処理機関監視FW

専用回線

　又は
磁気媒体 既存端末

P．6



本λ躍誘傷報の．搬くの提供イメージ

拠躍機関壷

求1）

目供（

（1）本人確認情報の提供は指定情報処理機

関から国の行政機関等に対して行われる
（一方通行）

（2）国の行政機関等に提供された本人確認

情報は、それぞれ分散管理されており、

違法な名寄せ等を行うことは不可能

　開壁踊曙囲盟覇甥階調盟調朝開覇理蝿蝿瑠朝諦寵覇覇嗣醐

暗号処理・既存業務システム
サーバ

　　　譲

艘1＝1

用回線

　又は．

磁気媒体
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蕾翻薯変位にる’げるム渤燭λ誘甑サーどヌの綱イメージ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　傍劔

　鶴夫から受付窓口端末を経由して指定認証機関に基本4情報（氏名、住所、生年月日’

性別）が送信される。．．、

CS端子。一

・・等園

（情報は暗号化）

認証局連携．

（基本4情報十公開鍵）

総合行政NW

回線

青報の提供
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　0－2　曹子翻婁交付にゐげる公撤誘筋サーどヌの鯛イメージ　一

§から全国サーバに通知した異動情報を元に指定認証機関一に異動等情報が通知される。

既蕎住基
システム

　　、い　　　　．　　一ぺ・

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

「②異動情報の通知…
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

③異調申出1
珪鱗瑚

一定一

情
一報

処
理
機

l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l．

1④電子証明書の有効性確認　1
1　失効リストヘの問い合わせ　　　　l

　　　　　　　　　　p－9



住基ネット訴訟結果一覧表

（第審判決）
受理年月目

H15．1．17

｝ミ15．1．16

H15．2．20

H15．2．20

H工5．4．17

H14－11．20
H工6．9，16

1｛I5．8．13

H15．9．12

Hユ4．9，20

1・l1司．l　L　l　I

H15．7．7

H14．工1．11

H14．1L12
H王4．1L18

提訴呂

H14．11．工1

H14．12．19

H15．2．1O

H15，2．lO

H15．4．1

H工4．11．I

H16．8，24

HI5．8．1

H15．8．25

H14．7．26

H14，8．5

H15．6．17

H14．11．1

H14．11．1

H14．工1．1

一審裁判所

大阪地裁

金沢地裁

名古屋地裁

福岡地裁

大阪地裁

千葉地裁
東京地裁一

和歌山地裁

神戸地裁

東京地裁

人1阪地裁

名古慶地裁
横浜地裁
宇都宮地裁
さいたま地一

　　（控訴審判決）

受理年月目　控訴目　捧訴審裁判所

Hエ6．5121　H工6．3．I2大阪高裁

H17．6，6　H17．6．3舳埋㈱枷捕

H17－7・8H17．6．1O名古屋嵩裁

係属部

係属部

　7

　1

　4

育　上訴

事件番号’一審原告

11400■1■■

836■
491■
29■■■■

31271■1■
2427
16306

431■■■■■

1984■一■■■

16303■■II■

109

25王1
4129
611
2240

事件番号

16ネ　エ089

17ネ　　154

17ネ　　631

控訴人

ター

1■

原告

　58

　28

　13

　24

－153

　4
　1
　30

　75

　50

　1
　5
　10

　4
　6

」16

　ン

12

一審判決の目

H16．2．27

Hユ7．5．30

H17．5．31

H17．10．14

H㎎．2．9

目工8．3．20

H18．4．7

H18，4．1ユ

H1島．6．9

H18．7．26

H18．9．27

H18．9．29

H18．1O．26

H18，11，9

H1艘．2．13

賑審判決の

H18111．ヨO

H18，12．11

H19．2．1

一審判決結果

　棄却①

一部認容②

　棄却③

　　棄却

　　棄却

　　棄却
　　棄却

　　棄却

　　棄却

　　棄却

棄却（確定）

　　　却
　　藁却
　　棄
　　棄却

　　控訴審判決結果一

原判決取消・一部認容

　原判決取消・’棄却

　　　控読棄却

　　　　高裁係属状況等

阪高裁H1宮．n－30判決（原判決取消〕

　　　　　　1日．1．11

名古屋高裁H19．2－I判決（棄却〕

　　　　福岡高裁係属中

　　　　大阪高裁係属中

　　　東京高　係属中
　　　東京高裁係属中
　　　大阪商裁係属中

　　　大阪高裁係属中・

　　　東京高裁係属中

　　　確定（H18．10．工2〕

　　　　古屋高裁係属中
　　　東京商裁係属中
　　　　東京高裁係属中
　　　東京高裁係属中

　　　　一審判決の表示

大阪商裁舳一2．27判決（第一審①事件）

金沢地裁肛7．5．ヨ畔」決備一審②事件〕

古屋地裁H17－5．31判決（第一審③事件〕

徴…

　　　　　　　　一審被告
帥市・獅市・舳由．土鮒．帥出．雌舳．舳趾咄．＾酬

蟹・石川県・地方自治情報センター

国・愛知県・地方自治情報センター

国・福岡県・地方自治情報センタ㎞

国I畑胸一榊咄・舳睨・舳品・弛舳・三醐・地加舳鮎〃＿

国・干葉県・地方自治情報センタ』
　・東京都・中野区・地方自治構報センター
南I棚山品．柵山1匝・湘曲・冊四曲・個木山・舳巾・榊」1席。地加
冊冊拙tンター

鰍蜥撫嬬i燃慨11．！’、燃機狐舳州
蝸・加舳・蜘圓・舳i血・榊」l1肌．川舳．蝸岨．古い舳巾、甜I則
岨・止卸亜町1　幌＝拙」杣胎拙咄センター

豊中布

国・愛知県・地方自治情報センター
国・神奈川県・地方自治情報センター
国・　木県・地方自給情報センター
国・埼玉県・地方自治’’報センター

　　　　　　　　被控訴人

豊中市，箕面市，吹田市、守口市，八尾市
8g一■■■1■帽Eカ｝27え名

園・愛知県・地方自治情報センター


